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法律相談事業の試行実施について(お知らせ) 

次のとおり法律相談事業を試行的に実施しますので、お知らせいたします。 

本件は、令和５年１１月１６日に開催された第１０７回理事会の承認をいた

だき、「手軽に法律相談をすることができる仕組み」をコンセプトとする制度構

築に向けた取組として実施いたしますので、是非、御活用ください。 

なお、法律相談担当弁護士名簿には、現在、かながわ弁護士会川崎支部後見等

対策委員会に所属する弁護士の有志１６名を登載しております。 

１ 試行実施の期間 令和５年１２月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 事業の内容 

(１) 目的

ア 会員施設が手軽に法律相談をすることができる仕組みを整えることで、会員施設

における法的紛争の防止及び早期解決を図る。 

イ 相談事案に関する情報を集積し、会員施設間で共有することで、法的リスクマネ

ジメント力の向上を図る。 

(２) 相談時間及び費用

相談時間 １時間 初回無料

(３) 手続の流れ

ア 施設から事業協会に相談票を提出

イ 法律相談担当弁護士名簿に登載された順番に従い、事業協会から当番の弁護士に

相談票を送付

ウ 相談の実施
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エ 相談に当たった弁護士から事業協会に相談結果の報告 

オ 相談結果の報告を集積し、会員施設間で共有する(施設名は非公表)とともに研修

等に活用 

※ 別紙 参照 

 

３ 本格実施について 

  試行実施の状況を踏まえ、改めて理事会に諮ります。 

次回理事会(３月)で承認が得られれば、最速で令和６年 4 月 1 日から開始 

内 容（現在の想定） 

相談時間 １時間、費用(初回)  施設(相談料)   2,500 円+消費税 

事業協会(調査費) 2,500 円+消費税 



川崎市老人福祉施設
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法律相談の要望

ho
【相談票】③

相談票記入の上
事業協会に連絡

※プライバシーに配慮し
利益相反判断のための
最低限の情報を提出

④
相談担当者に
相談票添付の上

連絡

⑤
相談実施

結果を集計に必要な限度で
委員会と事業協会に連絡

⑥
事業協会へ報告
弁護士会へ報告

①
相談担当者名簿
作成・設置

【相談票】
配布

ho

②
ア各施設に周知

イ【相談票】

配布
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